
 

令和２年度第２回静岡県救急・災害医療対策協議会 次第 

令和３年２月 16 日（火）午後３時～ 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

第８次静岡県保健医療計画の中間見直しについて······················ １ 

   救急医療······················································· ２ 

   災害医療······················································· 23 

 

３ 報告事項 

(1)  「救急搬送及び受入れに関する実施基準」の実施状況について····· 47 

(2)  メディカルコントロールの推進状況について····················· 50 

(3)  ドクターヘリ運航状況について································· 54 

(4)  救命救急センターの評価について······························· 56 

(5)  病院救急車活用モデル事業の実施状況··························· 58 

(6)  「シズケア＊かけはし」の機能の追加・拡充について············· 59 

(7)  新型コロナウイルス感染症拡大に伴う救急現場の対応困難事例等について ···· 65 

 

４ その他 

 

５ 閉会 



静岡県救急・災害医療対策協議会委員 
（順不同） 

氏  名 役  職  名 出欠 摘 要 

徳永 宏司 一般社団法人静岡県医師会副会長 欠席  

加陽 直実 一般社団法人静岡県医師会理事 出席  

宮下 正 一般社団法人静岡県医師会理事 出席  

栩木 厳也 一般社団法人静岡県歯科医師会理事 出席  

小西 尚樹 公益社団法人静岡県薬剤師会常務理事 出席  

荻野 和功 公益社団法人静岡県病院協会副会長 出席  

磯部 潔 公益社団法人静岡県病院協会副会長 
代理

出席 
小川 潤 
（静岡赤十字病院副院長） 

柏木 秀幸 公益社団法人静岡県病院協会理事 出席  

柏崎 順子 公益社団法人静岡県看護協会専務理事 出席  

海野  雅夫 静岡県消防長会会長 
代理 

出席 
大石 隆広 
（静岡市消防局救急担当部長） 

鈴木 宙志 静岡県市長会町村会事務局長 欠席  

鈴木 亨 日本赤十字社静岡県支部事務局長 出席  

吉野 篤人 国立大学法人浜松医科大学救急災害医学講座教授  欠席  

柳川 洋一 順天堂大学医学部附属静岡病院救急診療科教授 出席  

早川 達也 総合病院聖隷三方原病院高度救命救急センター長  出席  

吉田 裕 静岡県立総合病院救急診療部長 
代理 

出席 
登坂 直規 
（高度救命救急センター長） 

木村 雅芳 静岡県保健所長会会長(静岡県西部保健所長) 出席  

八木 敏裕 健康福祉部部長代理 出席  

加藤 晃一 静岡県危機管理部危機管理監代理兼部長代理 出席  

 

オブザーバー 
 

氏  名 役  職  名 出欠 摘 要 

三木 靖雄 藤枝市立総合病院副院長 出席  

望月 隆弘 一般社団法人静岡県医師会地域医療・医療介護連携課長 出席  

 



 
静岡県救急・災害医療対策協議会規約 

 
（目 的） 
第１  この協議会は、救急医療体制及び災害医療体制の整備運営並びにこれらに関連する各種の基本的事項に関し、関係

機関が協議して業務の円滑な推進を図ることを目的とする。 
（所掌業務） 
第２ この協議会は、次の事項について協議する。 
  (1) 救急医療体制及び災害医療体制の整備運営に関すること。 
  (2) 情報の収集管理に関すること。 
  (3) 広報に関すること。 
  (4) その他必要な事項。 
（組 織） 
第３ 協議会は、次の機関をもって構成し、委員若干名で組織する。委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 
  (1) 県、市長会および町村会 
  (2) 静岡県医師会 
  (3) 静岡県歯科医師会 
  (4) 静岡県薬剤師会 
  (5) 静岡県病院協会 
  (6) 静岡県看護協会 
  (7) 静岡県消防長会 
  (8) その他県が必要と認める機関 
 ２ 委員は上記のうちから必要と認める者を県健康福祉部長が委嘱する。 
 ３ 会長は委員の互選とし、副会長は会長の指名とする。 
（会 議） 
第４ 協議会は、会長が招集し、必要に応じて開催する。 
 ２ 会長は会務を総理する。会長に事故あるときは、副会長がその職務を代理する。 
 ３ 委員は、代理人を協議会に出席させることができる。 
４ 会長が必要と認めるときは、委員以外の者を協議会に出席させ、意見を求めることができる。 

（専門委員） 
第５ 専門の事項を調査審議するため必要があるときは、協議会に専門委員を置くことができる。 
 ２ 専門委員は、関係機関のうちから必要と認める者を会長が委嘱する。 
 ３ 専門委員は、当該専門事項の調査審議が終了したときは、退任するものとする。 
 ４ 専門委員会は、会長が指名する委員と専門委員をもって構成する。 
 ５ 専門委員会に専門委員長を置き、会長が指名する。 
 ６ 専門委員長は専門委員会の事務を総理する。専門委員長に事故あるときは、専門委員長があらかじめ指名する者が、

その職務を代理する。 
（事務局） 
第６ 協議会の事務局は、県健康福祉部医療局地域医療課に置く。 
（その他） 
第７ 協議会の運営その他必要な事項は、会長が定める。 

 
   附 則    附 則 
 この改正は、平成元年２月１日から施行する。  この改正は、平成19年４月１日から施行する。 
   附 則    附 則 
 この改正は、平成３年７月18日から施行する。  この改正は、平成22年４月１日から施行する。 
   附 則    附 則 
 この改正は、平成４年８月21日から施行する。  この改正は、平成24年６月21日から施行する。 
   附 則                         附 則 
 この改正は、平成８年７月30日から施行する。      この改正は、平成30年８月１日から施行する。 
   附 則                          附 則 
 この改正は、平成９年４月１日から施行する。       この改正は、令和２年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成11年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成13年４月１日から施行する。 


